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4 ページ
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4 ページ

（キュービクル等）

　主な設備等を例示すると、次の通りです。家屋と設備等の所有関係が異なる（テナント等）

場合は、当該設備等はすべて償却資産申告の対象です。
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　　マイナンバーを記載した申告書をご提出いただく場合、 番号法に定める本人確認 （番号確認、

身元確認及び代理権確認） を実施いたします。 申告の際は、 以下の確認書類を提示してください。

ただし、 マイナンバーの記載がない場合でも、 申告書は有効なものとして受理いたします。 また、

本人確認資料の不備等により本人確認ができない場合、 申告書への個人番号の記載はないものとし

て受理いたしますので、 予めご了承ください。

　　なお、 法人番号を記載した申告書を提出いただく場合や eLTAX （電子申告） による申告の場

合には、 本人確認資料の提示 ・ 添付は不要です。

　令和７年１月１日現在、 掛川市内で工場や商店を経営していたり、 駐車場やアパートを貸し付け

ているなど、 事業を営んでいる個人又は法人の方は、 賦課期日 （１月１日） 現在での償却資産の

所有状況の申告が必要です。 （地方税法第 383 条）

　また、 申告書が送られてきた方で、 資産に異動がない方、 償却資産をお持ちでない方、 廃業 ・

転出等により掛川市内の償却資産がなくなった方も、 備考欄に必要事項を記入の上、 提出してくだ

さい。
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[対象設備]
・生産性が年平均3%以上向上
・年平均の投資利益率が5%以上
　機械及び装置
・1台あたり160万円以上
　測定工具及び検査工具
・1台あたり30万円以上
　器具備品
・1台あたり30万円以上
　建物附属設備
・1台あたり60万円以上

令和5年度税制改正により、従来の先端設備等に対する課税標準特例（旧地方税附則第64条）が廃止され、
下記の新たな特例が制定されました。

掛川市から認定を受けた先端設
備等導入計画（中小企業等経営
強化法に基づき、市が作成した
導入促進基本計画に適合すると
認められた計画）に基づき新たに
取得した先端設備等に該当する
設備

先端設備等導入
計画の申請書及
び認定書の写し

認定経営革新等
支援機関の事前
確認書及び投資
計画に関する確
認書の写し

従業員へ賃上げ
方針を表明した
ことを証する書
面の写し

地方税法附則
第15条
第44項

R5.4.1
　～
R7.3.31

※

先
端
設
備
等
導
入
計
画
認
定
後
に
取
得

　し
た
も
の
に
限
る

・賃上げ表明無しの場合
　3年間、課税標準額を
　2分の1に軽減
・賃上げ表明有りの場合
　4又は5年間、課税標
　準額を3分の1に軽減
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[対象設備]
・生産性が年平均3%以上向上
・年平均の投資利益率が5%以上
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設
備
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導
入
計
画
認
定
後
に
取
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た
も
の
に
限
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記 載 す る 必 要 は あ り ま せ ん 。

４
　

種
類
別
明
細
書
（
減
少
資
産
用
）
の
記
載
要
領

前
年

中
減

少
し

た
資

産
に

つ
い

て
は

、
同

封
の

償
却

資
産

細
目

一
覧

表
の

内
容

と
照

合
の

う
え

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

申
告
の
年
度
を
記
載
し
て

く
だ
さ
い
。

記
載
す
る
必

要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

資
産
の
種

類
に
対
応
す
る
１
か
ら
６
ま

で
の
数
字
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。（

増
加
資
産
・
全
資
産
用
と
同
じ
で
す
。
）

償
却

資
産

細
目

一
覧

表
に

記
載

さ
れ

て
い

る
、

減
少

し
た

資
産

の
資

産
番

号
を

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

前
年

中
に

減
少

し
た

資
産

の
名

称
等
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

前
年

中
に

減
少

し
た

資
産

の
数

量
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。
前

年
中

に
減

少
し

た
資

産
の

取
得

価
額

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

資
産

の
一

部
が

減
少

し
た

場
合

は
、

当
該

資
産

の
減

少
し

た
部

分
に

対
応

す
る

取
得

価
額

を
記

載
し

て
く
だ
さ
い
。

当
該

償
却

資
産

が
減

少
し

た
事

由
と

そ
の

区
分

に
つ

い
て

該
当

す
る

も
の

の
番

号
を

そ
れ

ぞ
れ

○
で

囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

減
少

の
区

分
が

「
２

・
一

部
」

に
該

当
す

る
場

合
に
は
、
次
の
例
の
よ
う
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

＜
例
＞

当
初
取
得
価
額
7
5
万
円
（
数
量
５
）
の
う
ち

3
0
万
円
（
数
量
２
）
減
少

氏
名
又
は
名
称
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

２
枚
の
う
ち
１

枚
目
と
い
う
よ
う
に
ペ
ー
ジ
数
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

当
該

資
産

の
耐

用
年

数
を

記
載

し
て

く
だ
さ
い
。

前
年
中
に

減
少
し
た
資

産
の
取

得
年
月
を
記

載
し
て
く
だ
さ
い
。
年
号
に
つ
い
て
は
、

１
・
明

治
 

２
・
大

正
 

３
・
昭

和
 

４
・
平
成
 

５
・
令

和
と
し
、
そ
れ
ぞ
れ

の
年
号
に
対
応
す
る

数
字
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

令
和

当
初
取
得
価
額

６
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申告書が送られてこない人は申告をしなくてもよいのですか？

申告書が届かなくても、掛川市内に事業用資産をお持ちの法人及び個人は、必ず申告しな

ければなりません。

申告書は市ホームページからダウンロードできますので、ぜひご利用ください。

（HOME＞くらし・行政情報＞申請書ダウンロード＞税金＞固定資産税・都市計画税に関する各種申告書） 

　

税務署に確定申告をしていますが、掛川市に申告する必要がありますか？

確定申告は、国税の計算を行うために申告するもので、償却資産（固定資産税）の申告は、

市税の固定資産税の計算を行うために申告するものです。それぞれの内容に応じて申告して

いただく必要があります。

　

資産の増減や異動がなく、昨年と同じ申告内容でも申告は必要ですか？

申告は必要です。申告書の右下の「18備考」欄の「１資産に増減なし」を○で囲んでくだ

さい。

中古資産を取得した場合、申告時の耐用年数はどのようにしたらよいですか？

耐用年数は、原則として法定耐用年数によりますが、中古資産を取得した場合、残りの使

用可能期間を見積り、これを耐用年数とすることができます。

その場合については、その「見積耐用年数」で申告していただくことになります。なお、

見積が困難な場合は、次の簡便法によって求めることができます。

Ⅶ　よくあるご質問

(イ)法定耐用年数の全部を経過した中古資産

 　残存耐用年数 ＝ 法定耐用年数 × 20％

(ロ)法定耐用年数の一部を経過した中古資産

 　残存耐用年数 ＝ （法定耐用年数 − 経過年数） ＋ 経過年数 × 20％

※計算の結果１年未満の端数があるときは切り捨て、２年に満たないときは、２年とし

　ます。

Ⅴ　実地調査のお願い
本市では、申告書の受付後、申告内容を確認するため、地方税法第353条（質問検査権）及

び第408条（実地調査）に基づいて実地調査を行っています。その際、電話での問い合わせや

国税申告書の添付書類（減価償却資産明細書、固定資産台帳等）の提出をお願いすることがあ

りますので、ご協力ください。

Ⅵ　過年度への遡及について
申告漏れ等の場合の課税に際しては、申告していただいた年度だけでなく、５年を限度とし

て資産を取得された年の翌年度まで遡及することになりますのでご注意ください。

なお、過年度分について追加課税となった場合は、通常の納期とは異なり、納期は１回で、

納付書でのお支払いとなりますので、ご留意ください。

Ｑ 1
A 1 

Ｑ 2
A 2 

Ｑ 3
A 3 

Ｑ 4
A 4 
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取得価額に消費税は含めるべきでしょうか？

税務会計上で採用している経理方式により異なります。所得税及び法人税で税抜経理方式

を採用している場合には消費税額を含まない金額が取得価額となり、税込経理方式を採用

している場合には消費税額を含んだ金額が取得価額となります。

Ⅷ　償却資産（固定資産税）申告のチェックリスト
申告書を提出する前に確認してください。

１　申告書、種類別明細書の内容に記載漏れ、誤りはありませんか？

　【申告書】

 　 住所、氏名、連絡先、税理士等の氏名、資産の所在地

 　 個人番号又は法人番号

 　 「前年前に取得したもの（イ）」の取得価額（昨年の申告と同額か）

　【種類別明細書】

 　 資産の種類、資産の名称等、取得年月、取得価額、耐用年数

 　 増加事由（１から４までのいずれかを○で囲む）

 　 過年度申告もれ資産（摘要欄に「過年度申告もれ」と記載）

２　申告が必要な資産が漏れていませんか？

 　 令和６年１月１日現在、事業の用に供することができる資産

 　 簿外資産、減価償却を終えた資産であっても事業の用に供することができる資産

 　 遊休、未稼働資産であっても事業の用に供することができる資産

 　 改良費（償却資産の価値を高める費用は、元の資産と別に申告する必要があります）

 　 中小企業等が取得した価額30万円未満の特例制度適用資産（損金算入又は即時償却した資産）

３　以下の資産が含まれていませんか？（申告対象外の資産）

 　 家屋（本体及び家屋と一体で家屋の効用を高める資産）

 　 無形減価償却資産（加入権、営業権等の権利、ソフトウェア等）

 　 自動車、軽自動車、小型特殊自動車（ナンバープレートを取得していない場合も含む）

 　 取得価額が10万円未満で一時損金（必要な経費）に算入した資産

 　 取得価額が20万円未満で３年間で一括償却する資産

※　電算処理による申告の方は、以下も確認してください。

 　 評価額は最低限度額（取得価格の５％）を下回っていませんか？

 　 評価額は耐用年数に応じる減価率表（旧定率法と同じ）で算出していますか？

 　 前年取得分の評価額は「半年償却」で算出していますか？

『掛川　償却　申告』

『掛川　償却　エル』

償却資産について、詳しくはホームページをご覧ください。

 償却資産申告書等のダウンロードについて

 電子申告（エルタックス）について

Ｑ 5
A 5
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